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第８章 先行研究と本研究の関わり 
 本章においては、８．１項にて第５章で示した先行研究と本研究との関わり、８．２項
にて第６章で示した先行研究と本研究の関わり、８．３項にて第７章で示した先行研究と
本研究の関わりについて、それぞれ論じることとする。 
 
８．１ 第５章と本研究の関わり 
 本項では、８．１．１項にて産業集積、地域クラスターに関する先行研究と本研究の関
わり、８．１．２項にて産業立地に関する先行研究と本研究の関わり、８．１．３項にて
産業集積等に関連するその他先行研究と本研究の関わりについて論じることとする。 
 
８．１．１ 産業集積、地域クラスターに関する先行研究と本研究の関わり 
 Krugman,P.(1991)による集積による規模の経済性、輸送費(調達物流と販売物流の費用)、
外部経済と分業、都市経済に着目した分析、Marshall,A.(1920)による外部経済化を通じて
の分業論は、本研究における集積概念の基礎となる。 
統合された巨大企業が誕生せずに、多種多様な企業が地域に立地し、ある企業にとって
は他の企業が外部経済となる。企業間ネットワークを通じてイノベーションが生じ、専門
企業、専門家が地域に共有される。 
 Krugman(1996)は、複雑系の影響を強く受けた産業集積論を唱えており、Ellison,G. & 
Glaeser,E.L.(1997)も偶然により産業の集中が起こり得ることを示している。産業集積政策
の限界と可能性について、重要な示唆となっている。 
清成忠男(1997)による、我が国では産業集積解体が進展しているという時代認識も、本研
究における基本認識となっている。清成の主張する「接触の利益」については、第五部に
おける産業活性化策の基礎となる概念である。多彩なスキルを有する知的人材の集積によ
り形成される“場(Field)”から高感度な情報が得られる「知的集積の経済性」という思想
が本研究の第五部では活用される。 
 伊丹敬之(1998)は、1)外部から需要を持ち込む企業(需要搬入企業)、2)外部から持ち込ま
れる需要の変化に対応する柔軟性、の二つが重要であると述べている。高岡美佳によるリ
ンケージ企業が需給コーディネートと生産コーディネートを通じて取引費用の低減、イノ
ベーション創出に貢献するという知見と合わせて、これらは第五部にて活用される。 
 Markusen,A.(1996)や橋本寿朗(1997)による産業集積の類型化については、参考としつつ
も、本研究の分析の目的とその主旨に従い別のフレームワークを示すこととする。 
本研究においては、地理的空間のみならず情報空間における集積という視点を重視し、
イノベーター間のネットワークを核とした地域産業集積論を展開することとする。 
 柔軟な専門化には、とりまとめを行うオーガナイザーが存在し、単に多くの専門企業を
とりまとめるコンバーターから、製品開発機能、金融力、流通をオーガナイズする機能を
有するプロデューサーまでいる。清成のこの指摘は、本研究第五部のネットワーキングに
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関する部分で参考とすることが出来る。 
Porter,M.E.(1990)は、顧客、供給業者、周辺産業を含む産業群からなるクラスターにつ
いて論じているが、第三部における地域産業の構成要素についてこの概念を参考とする。 
Porterによる国の優位の決定要因に関するダイヤモンド型の図では、生産要素の諸状況、
需要の諸状況、企業戦略／企業構造／競争状況、周辺産業／支援産業を分析しているが、
この思想も本研究においては第三章の地域産業の構成要素に反映させる。 
Porter によれば、新しい競争力のパラダイムは国や企業のイノベーションとグレードア
ップの能力をベースとしており、イノベーションは競争などのプレッシャーから生まれる。 
本研究の第五部においては、地域産業のグレードアップについて論じる。 
Porter理論は、必ずしも現場におけるソリューションを提供するものではない。 
 本研究では、第四部において、実践研究を通じて我が国の地方におけるイノベーション
創出の現場について論じることとする。 
 
８．１．２ 産業立地に関する先行研究と本研究の関わり 
Weber,A(1922)の工業立地論では、一般的立地要因として、輸送費、労働費、地代を挙げ、
特殊立地要因として、原料の腐敗、湿度や流水の影響といった環境・安全面の事柄を挙げ
ている。自然的、技術的立地要因、社会的、文化的立地要因についてもWeberは論じてい
る。立地要因については、第三部における地域産業の構成要素の議論において勘案するこ
ととする。 
Fujita,M.,Krugman,P. & Venables,A.J.(1999)は、集積力と分散力という概念を示してい
るが、第五部における論理展開に含めることとする。 
Pred,A.(1977)は、専門情報(specialized information)について、1)private information、
2)public information、3)specialized visual information に分類している。Predによるこ
の分類は清成らが強調する「接触の利益」の基礎的知見となり得る。第五部において、こ
の知見を活用することとする。 
Scott,A.J.(1988)は、取引費用をリンケージ費用として分析する視点を提供し、産業シス
テムの成長に伴う専門化と多角化に応じて生産費用が低下することを、規模の外部経済の
深化と集積効果という表現で説明している。 
市場の広さ、社会的分業、イノベーション過程、産業の多角化、場等も重要である。こ
れらは、第五部にて地域産業のグレードアップ策を論じる際に参考とする知見である。 
Vernon,R(1966)は、プロダクトサイクル理論について述べ、外部経済を必要とする産業
は大都市中心地域に立地するが、輸送費や労務費のウェートの高い産業は周辺地域に立地
するとしている。 
新製品、成熟製品、標準化製品毎に立地決定の要因を示し、多国籍企業が先進国から、
他の先進国、発展途上国へと進出していくことを示す理論である。 
また、Watts,H.D.(1987)によれば、初期段階のＲ＆Ｄは、新製品開発と関係し、生産地
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点に必ずしも結びつかない。大学や公的研究機関、ベンチャーキャピタルや専門サービス
の利用可能性がプロダクトイノベーションに影響するからだ。成熟段階には、大都市圏域
から非大都市圏域への工場拡散が起こる。Abernathy,W. & Utterback,J.(1978)は、新製品
が登場した当初は不確実性が大きく、プロダクトイノベーションに重点が置かれ、その後
プロセスイノベーションのウェートが高まる点を指摘している。 
McCann,P.(1988)は、情報伝達費用は現代製造業にとり無視可能な費用であるが、情報の
獲得は全く異なる問題であると述べている。契約確保のために絶えざるフェイストゥフェ
イスの接触を必要とする場合には、供給業者と顧客企業の近接立地が求められる。調達費
用＋在庫保有費用＋輸送費用＝ロジスティクス費用、とし分析している。橋本寿朗は、接
触の利益について、企業間の境界の曖昧性、不完全な仕様書を前提とすると述べている。 
第三部における地域産業政策の体系において、こうした諸理論を活用することとする。 
Markusen,A.(1985)は、製品と生産要素の市場に着目し、それらの需要と供給について分
類を行い、地域市場の参加者を明示している。本研究においては、第三部において、さら
に地域インフラや地域リソースも含めて泥臭く諸構成要素を分析する手法を提示する。 
鈴木洋太郎(1999)は、リーディングインダストリーとマザー工場について述べているが、
第三部にて地域産業の構成要素に取り入れることとする。 
関満博(1993)は、日本国内に全ての産業、技術分野を抱え込むフルセット型産業構造の時
代は終焉したと指摘し、今後はアジアとの新たなネットワーク形成の時代に入り、基盤技
術の多くを日本は今後東アジアに依存すると予言する。空洞化時代には「人手のかかるも
のは日本で、機械でやるものは東アジアで」とすべきというのが関(1997)の主張である。 
関は、加工機能の欠落を防ぐべきだというマニュファクチャリングミニマム論を強調し
ているが、公的施策でこれが出来るのかという問題がある。本研究においては、第五部の
地域産業のグレードアップ施策においてこの論を取り扱うこととする。 
Kruguman,P.(1994)は、かつてのソビエトの資源投入の急増による経済成長とアジアの
成長は類似したものだという有名な指摘を行っている。投入の増加と技術革新により生産
効率が向上するかどうかという観点は第三部にて政策上の視点に取り入れることとする。 
Saxenian,A.(1994)はルート１２８とシリコンバレーの類型的な違いを明確化し、大学、
コミュニティ、企業家、ネットワーク等の視点で両地域を比較している。 
Saxenian は、シリコンバレーを地域ネットワーク型システム、ルート１２８を独立企業
型システムと見なしている。本研究では、シリコンバレーモデルに関連して、第五部にて、
ポジショニング分析を重要な分析ツールとして提案する。Watts,H.D.(1987)、小門裕幸
(1996)が述べているように、シリコンバレーでは、スタンフォード大学の存在が重要である。 
清成忠男が主張している「接触の利益」を生み出す産業集積、イノベーション創出とい
う視点から、本研究においてはシリコンバレーモデルを位置づけるものである。 
 岡本義行(1994)、清成忠男(1993)が指摘しているように、１９７０年代半ば、世界経済が
不況にあえぐ中、イタリア北東部から中部にかけての第三のイタリアと呼ばれる地域にお
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いて、高収益企業が生まれ、活発な新規創業も見られた。第三のイタリアでは、職人企業
と中小企業がネットワークを形成しながら最終製品までの工程を分業していく。 
清成忠男は、アルペン・アドリア型経済という資本主義類型を提示し、小川秀樹(1998)
は、イタリアの中小企業の集積は、家族－地域産業－地域コミュニティが強い一体性を持
つところに特徴があると述べている。 
本研究においては、シリコンバレーモデルと対比すべき活力ある地域産業事例としてイ
タリアモデルを取り上げ第三部において論じる。 
オースチンモデルは、産学官連携や誘致政策が起点となっている点で我が国に参考とな
るモデルである。 
 Smilor,R.W.，Gibson,D.V. & Kozmetsky,G.(1988)は、当事者の視点でオースチンにおけ
る産学官連携の“the technopolis wheel”、キーパーソンである“influencers”といった概
念について論じている。 
 公民パートナーシップ、特に産学官連携が重要である点を強調している。  
小門裕幸、西澤昭夫はオースチンを調査し、Sematech や Microelectronics and Computer 
Technology Corporation(ＭＣＣ)の誘致、優秀な研究型大学であるテキサス大学オースチン
校の存在、ＭＣＣ等からのスピンオフについて指摘している。 
国内外の活力ある地域産業モデル事例については、第三部にて改めて論じることとする。 
 
８．１．３ 産業集積等に関連するその他先行研究と本研究の関わり 
産業集積地の中小企業同士の企業間ネットワークに対して、巨大多国籍企業の企業内ネ
ットワークは対立概念であり、その行動は、時として地域の空洞化につながる。 
Hawkins,R.G.(1972)によれば、生産の置換、輸出、本社スタッフ増加、周辺事業の雇用
増加が多国籍化により生ずる。 
Rugman,A.M.(1981)は、取引収益と取引費用、取引量に着目し、多国籍企業が外部市場
からの調達と内部化のどちらを選択するかについての内部化理論を提示している。 
Hymer,S.H.(1976)は、産業組織、市場に問題があるからこそ、取引費用を低減するため
に内部化する必要性が生じ、多国籍企業による内部化が生じると論じた。 
池本清ら(1981)は、多国籍企業の問題点は、国防上重要な他国企業を豊富な資金で買収し
ようとしたり、寡占によるデメリットを他国民に押しつけたり、現地企業倒産による失業
を招いたり、その企業の都合で突然工場を閉鎖したりすることであるとしている。 
Dunning,J.H.(1971)は、多国籍企業とは、複数の国で生産設備を有する、あるいはコン
トロールする企業であると定義している。Watts(1987)は、海外直接投資を行う企業が多国
籍企業であるとし、大規模な多国籍に加えて、小規模な多国籍企業にも関心を払うべきで
あると述べている。鈴木洋太郎(1999)は、中小企業ほどアジア拠点のウェートが高く、大規
模の企業ほど、拠点が多極化している傾向について述べ、企業の生産配置のロジックを、
企業内空間分業型と市場圏分割型に二分類している。Rugman(1981)は、カナダのＲ＆Ｄの
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大部分が外国人支配度の高い多国籍企業子会社で起こっており、親企業内のＲ＆Ｄは子会
社に比べて集約度が大きく、このため、カナダ子会社では重要な発明が起こりにくい可能
性を指摘している。 
本研究においては、第三部において、地域の構成要素として多国籍企業についてふれる
こととする。 
Piore,M.J. and Sable,C.F.(1984)は、大量生産システムから、「柔軟な専門化」への転換、
中小企業の柔軟な分業を通じた地域産業集積について論じている。特に、イタリアや日本
では、クラフト的生産体制を起源とする柔軟な専門化への移行が見られるとしている。 
柔軟な専門化では技術革新の能力を維持していくことが課題となる。1)ニッチ市場向け製
品で一旦成功するとそこから抜け出す必要性が薄れ、2)技術革新を起こそうとする場合に外
部とのコーディネートが必要となるためである。 
藤川昇吾(2002)は、柔軟な専門化ではリンケージ費用が大きくなると指摘している。 
リンケージ費用とは、輸送費用に、取引相手の探索、取引条件の交渉、契約の締結、取
引相手の監視といった取引費用を加えたものであり、不確実性の高い環境下では対面接触
が取引上重要となってくるとしている。藤川に代表される論調は、Coase(1988)の業績を基
礎として、現代流に味付けしたものということが出来るだろう。 
本研究では、第三部において、リンケージ費用、取引費用、輸送費の問題についても取
り扱うこととする。 
Harrison,R(1992)は、衰退について考える際に必要な視点は、国民総生産に占める工業
生産の割合、工業雇用者数、工業生産量、工業生産性の変化であるとしている。１９世紀
に栄華を誇ったイギリスの衰退について、マイナス成長していく絶対的衰退、成長してい
ても他国より成長が低いという相対的衰退という二つの概念が示されている。 
本研究においては、地域経済の分析について、第三部にてふれることとする。 
 
８．２ 第６章と本研究の関わり 
 本項では、８．２．１項にてイノベーションに関する先行研究と本研究の関わり、８．
２．２項にて企業家に関する先行研究と本研究の関わり、８．２．３項にてイノベーショ
ン、企業家等に関連するその他先行研究と本研究の関わりについて論じることとする。  
 
８．２．１ イノベーションに関する先行研究と本研究の関わり 
 Schumpeter,J.A.(1926)は、経済体系を新たな均衡へとダイナミックにシフトしていくエ
ネルギーを持つ企業家が引き起こすイノベーションについて論じている。 
Kondratieff,N.D.(1978)は、５０－６０年の長期経済循環について、技術革新という供給
サイドの現象から経済循環を説明しようとした。 
Schumpeterは、新結合を遂行することがイノベーションであり、新結合には、1)新しい
財貨の生産(新製品開発)、2)新しい生産方法の導入(新生産技術開発)、3)新しい販路の開拓(新
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市場開発)、4)原料や半製品の新しい供給源の獲得、5)新しい組織の実現、の５つの場合が
あるとしている。 
そして成功する先駆的企業家の出現は、他の数人の企業家を生み、さらには多数の能力
に乏しい追随的企業家を生み出す。Schumpeterは、企業家によるイノベーションの群生的
出現により好況を説明している。 
本研究においては、この Schumpeter のイノベーションの考え方を基本とし、第五部に
おいては地域のイノベーション創出について論じるものである。 
イノベーションについては、Drucker,P.F.(1993)は、連邦政府や州政府が事業内容を定め
必要な資金を出している公民パートナーシップの重要性についても述べている。 
Druckerは、イノベーションのための７つの機会、1)予期せぬことの生起、2)ギャップの
存在、3)ニーズの存在、4)産業構造の変化、5)人口構造の変化、6)認識の変化、7)新しい知
識の出現、を提唱している。こうした分類は有益であるものの、ややレトリックに依存し
た論の進め方となっており、どの様にイノベーションを引き起こすかという理論は必ずし
も明確化されていない。 
 野中郁次郎(1995)は、イノベーションを起こす組織について考えるために、組織的知識創
造のスパイラル構造を示している。野中は、1)意図、2)自律性、3)ゆらぎと創造的なカオス、
4)冗長性、5)最小有効多様性、の５つを知識スパイラル促進要因としている。一方、野中理
論を実践の場で生かすには、知識創造のスパイラル構造とイノベーション創出の関連性に
ついて、さらなる明確な論理的因果関係を明示していく必要がある。 
野中理論は、本研究の第五部における知的集積政策部分に示唆を与えるものである。 
 米倉誠一郎ら一橋大学イノベーション研究センターのグループ(2001)は、従来の経営学や
経済学が財や資源の配分と調整に重点を置き、創造の側面が軽視されてきたという認識に
基づきイノベーション研究を進めている。 
 米倉らは企業組織レベル、組織間レベル、国家レベル、個人レベルという４段階に分け
てイノベーションを考察している。 
 一方、地域レベルという発想が本研究ではさらに必要となる。 
 西口敏宏／Caspary,S.(2001)は、地域のテクノロジー・ブローカーという存在について論
じている。西口らは、ドイツのマイクロストラクチャ技術コンソーシアム事例をベースと
して、テクノロジーの選択と企業間ネットワークが重要であると指摘している。 
こうしたコンソーシアム促進政策は我が国にもあり、成果を出すには腕の良いビジネス
コーディネータが必要となることは知られている。そうした個人レベルまで掘り下げた研
究は十分なされてこなかったのが実状である。本研究においては、第三部において、ビジ
ネスコーディネータの活動について取り扱う。 
 Braczyk,H.,Cooke,P. & Heidenreich,M.(1998)らは、１４地域のイノベーションシステム
について論じている。Cooke は、地域の主要な構成要素として、イノベーションと技術の
移転、サイエンスパーク、テクノロジーパーク、ネットワーキング、イノベーション金融、
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研究、情報、一時的訓練、等のイニシアティブを挙げている。 
 本研究では、第三部においてこれらにふれることとする。 
 中山建(2001)は、中小企業ネットワークについて、現実空間における、1)異業種交流、2)
産学官連携、3)国際ネットワーク、バーチャル空間における、4)インターネット連携、とい
う体系化を行っている。 
中山健によれば、異業種交流には弱連結の交流型、強連結の開発型があり、メンバー間
の技術格差、目的意識の違いが異業種交流の問題点であるとしている。 
中山の体系は、過去の中小企業施策の中で連携に関連したトピックスを列挙したもので
あり、現実には企業間の同業種間交流、国内広域交流もあり、リアルとバーチャルの融合
によるネットワークもある。 
本研究においては、第三部においてビジネスコーディネータによるネットワーキングに
ついて述べることとする。 
 
８．２．２ 企業家に関する先行研究と本研究の関わり 
 Schumpeterは、創造的破壊という不連続的な発展こそが資本主義の本質であるとし、新
結合を引き起こす企業家活動を重視した。 
 企業家については、清成忠男(1998)が体系的に論じている。 
清成は、Kirzner,I.M.(1997)の企業家的発見理論をベースとして、企業家とは、市場機会
に敏感に反応する事業家であるとしている。 
 Schumpeter は、企業家について不均衡を創り出す存在としてとらえたが、Kirzner は、
市場プロセスがうまく機能するように均衡を創り出す存在としてとらえた。 
 各有識者達の企業家論を一読すると、予測、機敏な行動、結合、リスクテイク、利潤追
求といった諸要因が挙げられている。 
清成は Schumpeter の企業家に関する見解で、注目すべきは資本家と企業家の違いであ
ると述べている。危険を引き受けるものは資本家である。企業家はしばしば資本家として
危険を負担すると言うことである。 
 オーストリア学派の Night,F.(1921)は、リスク、不確実性から企業家を論じている。 
Kirzner,I.M.は、同様にオーストリア学派の流れを汲む研究者で、市場の機能と企業家的
発見について論じている。企業家活動がカオス的であるために理論から除くのではなく、
関連する事情を十分に理解しないままで決定が行われる企業家活動の意義を認めるという
アプローチである。経済学の主流派は、見えざる手というブラックボックスの中で企業家
を取り扱おうとする傾向がある。 
一方、本論では、市場に関する理論については中心的テーマとしない。企業家がいかに
合理的な行動をとるべきか、いかに企業家を支援するかといった経営学に近い領域につい
て整理することとする。イノベーションの引き起こし手として、地域産業の重要な構成要
素という認識で論じることとする。 
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ベンチャー企業家の実態については、我が国では、松田修一(1997)の研究が先駆的である。 
 松田ら(1994)は、日米のＩＰＯ(Initial Public Offering)企業について比較分析している。 
 松田(1998)は、地域と企業家について、１９４０年代後半から－１９５０年代にかけて、
ワコール、堀場製作所、ローム、京セラを生み出した京都地域、ほぼ同時期に本田技研、
河合楽器、浜松ホトニクスを生み出した浜松地域に注目している。 
 本研究では、第三部において活力ある国内外の地域産業について論じる。 
また、企業家輩出には、地域よりも家庭が影響を与えていると論じている。 
 松田の分析によれば、企業家の親の職業は、特に日本では企業経営者・自営業が多い。 
 本研究では、第四部において、事例地域の学生達に起業意識と進路選択調査を実施した
結果を示すことにする。 
 Ohe ら(1991)も、シリコンバレーと日本の企業家を比較し、大学院卒の高学歴者の創業
がシリコンバレーは過半であり、松田の調査と同様の傾向を示している。 
リニューアルベンチャーについては、大江建ら(1998)による社内起業研究会の成果がある。 
新規事業について、大江は、既存事業とは違って企業として学習しなければならない未
知のことがある事業と定義している。 
前田昇(2002)は、スピンオフ型ベンチャー企業の事例について紹介している。 
前田は、ハイテク・研究開発をベースとしたベンチャー企業の成功例が少ないことを日
本の問題点であるとしている。 
前田は、急速に大学発ベンチャーが増えたドイツ、先行するアメリカと比べて、我が国
では大学や公的研究機関からの起業が弱く、大企業のエリートエンジニアがスピンオフし、
そこに大企業が支援するという方式に成功例が限られているとしている。 
Timmons,J.A.(1994)は、ベンチャー経営チームの質と成長の潜在能力に強い相関がある
と指摘している。 
本研究においては、第四部にて、第二創業企業の新規事業について論じることとする。 
スピンオフ型企業は事例地域で限られているが、その点についてもふれることとする。 
Rothwell,R. & Zegveld,W.(1982)は、技術革新における中小企業の優位性と劣位性、既存
企業による New Venture Approach についてまとめている。 
Covin,J.G.,Slevin,D.P. & Covin,T.J.(1990)は、ハイテク産業の中小企業とローテク産業
の中小企業の戦略を比較分析している。 
Deen,T.J. & Meyer,G.D.(1996)は、ニューベンチャー成立のモデルを提示している。 
成立にプラスの効果をもたらすのは、産業の規模、産業のダイナミズム、既存企業の慣
性であり、マイナスの効果をもたらすのはニューベンチャーにとっての参入障壁であると
している。 
Barringer,B.R. & Greening,D.W.(1998)は、５つの商業系企業を分析し、中小企業の地域
的な拡張について述べている。 
Mcgrath,R.G.,Macmillan,I.C.,Yang,E.A. & Tsai,W.(1992)は、中国本土の企業家と台湾の
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企業家を比較し、資本主義になじむ台湾人企業家の方がダイナミックな変化に挑む等、カ
ルチャーが個人レベルで影響しているという分析結果を示している。 
Van Horn,R.I. & Harvey,M.G.(1998)は、大都市以外の地方に立地する企業家について、
地域で小さくて孤立した存在となると述べている。 
伝統的な中小企業支援策として、インキュベータや中小企業支援センターがあるものの、
支援期間やコスト面で不十分であるとし、そこで、ＥＶＭ(Entrepreneurial Virtual 
Megafirm)という概念を提唱している。このモデルのロジックは、ネットワーク、リレーシ
ョンシップマネジメント、学習する組織、戦略的提携、仮想組織という構成要素を組み合
わせたものであるが、やや机上の空論の傾向がある。 
共通機能を強化したインキュベータを構築する等の選択肢もある。変化の激しい企業家
セクターでは、安定的な組織構造を構築することは容易ではない。このことは、ネットワー
キングの実践経験がある者にとっては周知の事実である。 
ネットワーキングを通じた中小ベンチャー支援について、本研究においては第五部にお
いて論じることとする。 
 
８．２．３ イノベーション、企業家等に関連するその他先行研究と本研究の関
わり 
 米倉誠一郎(1997)が指摘しているように、２０世紀初頭、アメリカには、取引費用を低下
させるために複数の職能を企業内に統合した巨大企業が誕生した。 
一方、アジャイルコインペティション時代には、研究開発の迅速さが勝負となり、
Hamel,G & Praalad,C.K.(1994)が指摘しているように、コア・コンピタンスに集中するこ
とがより重要となりつつある。 
Williamson,O.E.(1975)は、組織の失敗の枠組み(organizational failures framework)に着
目し、市場における取引(transaction)、市場と階層組織について研究している。 
取引費用については、契約、制度、情報伝達に関連しており、法律と経済、経営の学際
的研究領域となっている。 
 Arrow,K.J.(1974)は、価格システムは利己主義を美徳化する。そして、政府部門が外部性
を内部化するのは、権力は貨幣と同様に腐敗をもたらすので容易ではないと述べている。 
本研究においては、地域産業集積に関する政策を論じる際に、市場と産業組織、取引費
用の問題にふれることとする。 
 ２０世紀における経営史、経営組織に関する代表的論者である Chandler,Jr,A.D.(1990)
は、企業における業種別の規模と範囲の経済性について述べるのみならず、限定合理性や
機会主義という視点から、材料の安定確保を目指した垂直統合等についても論じている。 
 アメリカ的資本主義の歴史的記述も詳細である。 
 地域金融、大学教育、アメリカ企業の多国籍化の歴史にもふれている。 
Watts,H.D.(1987)は、アメリカとイギリスの独占禁止政策が、企業の多角化・多国籍化
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を促したとの認識を示している。 
我が国は、金融、大学、多国籍化等について後発であり、本研究では、先行するアメリ
カをキャッチアップする部分について論じることとする。 
Clerke,R.(1985)は、発明、イノベーション、普及のプロセスを経て、技術は進歩し、研
究は高水準の不確実性を有し、アウトプットが公共財の性格を帯びるとしている。 
技術は情報として公共財の特徴を持つので、特に弱い特許ほど侵害され、所有権を確立
するのが困難となる。発明の使用についての固定期間にわたる独占を認める特許制度は、
発明の誘因を与え、その後は公共財とするものである。 
橋本寿朗(1995)は、日本の新技術応用志向について、1)日米に技術格差があり、新技術応
用の余地が大きかった、2)技術で敗北したという敗戦の反省があった、3)第二次大戦中に技
術系の高等教育の大拡充があった、といった諸原因を挙げている。 
本研究では、第五部にて中小企業の技術、知財についても論じることとする。 
 都市化の経済、接触の利益といった知的集積を通じた効果を得るには、そのための場や
ネットワークが必要となる。 
 場(Field)のマネジメントとは、伊丹敬之(1998)によれば、人々の自然な協働が場のプロセ
スから生まれるように状況設定することである。 
 場の創発のためには、創発のための基盤づくり、創発のためのきっかけづくりが必要で
あると伊丹は述べている。 
 金井嘉宏(1994)は、企業家ネットワーク(Entrepreneurial Networking)について論じてい
る。金井によればネットワーキングとは連帯しあいながらも個を生かす行為である。 
 Granovetter,M.S.(1973)の弱連結から生まれるイノベーションの可能性に関する研究等
を引用し、弱連結と強連結について金井は７つのパラドックスをまとめている。 
ネットワーキングの事務局運営手法的な観点では、示唆に富む分析と言えるだろう。 
 今井賢一／金子郁容(1988)は、弱い連結が機能する条件について論じている。 
 また、都市型の経済発展について自己組織化の原理による説明を行っている。 
情報交換の場を通じての新結合の重要性を金井と同様に指摘している。 
 一方、Reese,P.R. & Aldrich,H.E.(1995)は、企業家ネットワーキングの大きさ、ネットワー
クの維持発展に要した時間は、必ずしも企業業績との関連が見られないと論じている。  
 Baker,W.(2000)は、ソーシャル・キャピタルという語句にて、人間関係は適切な投資に
より配当が得られる資本であるという思想を示している。 
 具体的には、情報、アイデア、指示方向、ビジネスチャンス、富、権力や影響力、精神
的なサポート、善意、信頼、協力等を指す。こうした資源は個人に属しているのではなく
人間関係のネットワークの中に存在している。 
 場やネットワーキングの先行研究は、語句やコンセプトを作ることには成功しているが、
実践論から遠いものが多い。泥臭いビジネスのコーディネート、地域振興のコーディネー
ト、プロデュースについては、これらを上回るノウハウが必要とされる。 
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 ソーシャル・キャピタルという概念は、人脈作りを論理的に進めるものである。 
アメリカのビジネススクール流のメソドロジーと言える。 
人脈作りの重要性については論を待たないものの、理論としては未成熟な分野である。 
金井による７つのパラドックスは、実際に筆者の体験に一致する部分が多い。 
しかし、各パラドックス間の関連性もあり、最適解を見つける上では、結局のところ、
各ネットワークを運営するコーディネータ達の腕に依存する。 
伊丹は場の中のマネージャーには、場の生成役(設計者、哲学者)、場のかじ取り役(調整
役、決定者)という４つの顔があると述べている。これらは、後述のビジネスコーディネー
タの役割と共通するものがある。 
 ビジネスベースのネットワーキングについての知見について、本研究では、ビジネスコー
ディネータの活動分析を通じて論じることする。 
 
８．３ 第７章と本研究の関わり 
本項では、８．３．１項にて産業政策、中小・ベンチャー企業政策に関する先行研究と
本研究の関わり、８．３．２項にて企業家支援、金融等に関する先行研究と本研究の関わ
り、８．３．３項にて産業政策、企業家支援等に関連するその他先行研究と本研究の関わ
りについて論じることとする。 
 
８．３．１ 産業政策、中小・ベンチャー企業政策に関する先行研究と本研究の
関わり 
 伊藤元重(1988)は、産業政策を、「一国の産業間の資源配分、または特定産業内の産業組
織に介入することにより、その国の経済厚生に影響を与えようとする政策」としている。 
 伊藤は、「競争的な市場機構の持つ欠陥－市場の失敗－のために、自由競争によっては資
源配分あるいは所得配分上なんらかの問題が発生するときに、当該経済の厚生水準を高め
るために実施する政策である。しかもそのような政策目的を、産業ないし部門間の資源配
分または個別産業の産業組織に介入することによって達成しようとする政策の総体」であ
ると定義している。政策の総体とは、政策目標と政策手段を含めた全てを指している。 
 小宮隆太郎(1984)は、産業政策の産業とは製造業を指すとしているが、通産省の業務範囲
と産業政策の密接な関連を重視している傾向がある。インフラストラクチャ構築、横断的
な産業組織政策としての中小企業政策を含めるというのが小宮の見解である。 
小宮は、市場機構の欠陥を補うことが、産業政策の基本的役割であるという認識である。 
 今井賢一(1984)は、市場の失敗について、市場か計画かという古典的な問題となり、両者
の失敗の程度を比較することとなるが、戦後の経験からすると、計画の失敗は市場の失敗
を遙かに越えるものである。また、市場の失敗に対処するための代替的方法がどの程度成
功しうるのかは全く未知数であると述べている。 
 本研究においては、伊藤の定義をベースに小宮の見解を加えたものを産業政策とし、地
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域において今井の懸念を勘案した有効な方法論を追求することとする。 
橋本寿朗(1991)は、我が国では、１９５０年代に製造業に大企業化するチャンスがあり、
１９６０年代に小売業に同様のチャンスがあったと分析し、特に１９５０年代に製造業の
育成政策が花盛りであったとしている。 
橋本は、日本の産業集積に関する政策は、社会政策(衰退産業分野・地域問題解決)、と
地域産業振興政策に分かれると指摘している。地域産業振興政策について、歴史ある産業
集積を現代風に洗練させ、既存企業や新規企業の革新的展開により創業や再創業を誘い、
産業集積を再構築することを課題としている。 
 イギリスの地域経済政策については、Armstrong,H. & Taylor,J.(1985)が、失業率に関す
る地域間格差が政策の根幹にあるという視点から分析を行っている。競争力を失った輸出
産業の立地する地域から、他地域に失業者を移動させようとする政策に起源を持つ。 
 Armstrong らは、失業等は国全体や世界全体の経済情勢にも依存しているので、政策立
案者が目標未達成の責任を負わされるリスクがある上、成果の測定も厳密にすることは難
しいと指摘する。地域経済政策のメニューとして、1)労働の再配置、2)資本の再配置、3)
税、規制緩和、その他優遇措置等の中央との調整を挙げている。 
 労働再配置政策には、教育訓練、移動等が含まれ、資本再配置政策には、投資や技術支
援、輸出支援、債務保証やＶＣ供給等が含まれる。 
 本研究では、地域の能力開発システム構築、金融支援政策についても論じることとする。 
 橋本徹／大森彌(1994)は、過疎地域の振興政策について論じている。 
 本研究では、過疎地域については研究対象外となるが、地方の問題を考える上で、我が
国の国土の半分近くを占める過疎地域に関する振興の視点は参考となる部分を含んでいる。 
 従来の過疎対策は、過疎地域での定住を可能とするナショナルミニマムを求めた条件整
備であり、大都市への人口集中の対策ではなかった。 
 橋本らは過疎対策について、公共型、外来型、地場型、交流型、住民型という５つの類
型を示し、高付加価値農業、グリーンツーリズム、テレワーク、農村型コミュニティビジ
ネス等を新しい過疎地域産業として挙げている。 
 ネットワーキング、高付加価値化、コミュニティビジネスという切り口は、都市圏、過
疎地を問わず地域産業活性化策の要点であることがわかる。本研究においても、地域産業
のグレードアップ手法としてこれらを重視する。 
Porter,M.E.(1990)は、政府の役割は大きいが部分的であると述べ、国の経済目標は長期
の生産性向上以外で規定するのは誤りであると指摘している。 
政府による要素創造のメカニズムについては、教育訓練、専門技能を持つ人材の流入の
分野では重要であるとの認識を示している。その他、科学技術、インフラストラクチャ、
通貨市場、需要政策についても政府の関与が有効となりうる分野である。 
Porter の認識は、政府の政策はシリコンバレーやイタリアのモデナを中心とする機械企
業の集中にはほとんど関係がないが、専用のインフラを創造する投資などは役立つという
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ものである。政府の政策は、全く新しい産業クラスターの促進に努力するより、既にでき
あがっているか、今まさに生まれようとしているものを強化する場合の方が成功の可能性
が高く、国の中にクラスターがあればそれが自己強化の発端となると論じている。 
Porter は、政府の政策は自国の産業に競争優位をグレードアップする基礎を築くことで
あるとし、地理的に集中している産業は多いので、地方自治体の役割も重視している。 
また、一国の産業で競争優位を作り出すのに必要な期間は１０年ないしそれ以上であり、
人の技能を高め、製品とプロセスに投資をし、クラスターを築き、外国市場に浸透するな
ど長い過程を踏む必要があると主張している。全般的にポーターの思想は、ポイントを的
確についているものの、経験や直感に基づいている部分が多く、具体的な行動プログラム
につなげるには各国、各地域の個別の努力が必要となる。 
 本研究では、政府、自治体等の公的セクターの役割、政策の時間感覚について、第五部
にてふれることとする。 
 清成忠男(1997)は、中小企業政策の対象となる中小企業の範囲について、上限は時代と共
に変化すると考えている。下限は企業であるかどうかにより決まる。 
 アメリカの中小企業法では、独立性があり市場支配的でないという条件がある。 
 産業毎、政策目標毎に中小企業の上限が決められている。 
 清成による中小企業の類型化は、企業性基準、立地基準、独立性基準により行われる。 
 本研究では、我が国の中小企業政策について、第三部にて改めて論じることとする。 
Rothwell,R. & Zegveld,W.(1982)は、中小企業支援の政策上の根拠は、1)中小企業体制に
よる経済力の分散化は社会的権力の分散化に寄与する、2)高度の市場集中は経済的非効率を
招く、3)中小企業は大企業にとり不可欠な補完者である、4)中小企業の多様性が多くの消費
者の個人的嗜好を満たしうる、5)中小企業は雇用の激しい変動に対するバッファーとなって
いる、といったところにあると述べている。 
そして、技術革新の源泉としての中小企業の役割についても整理している。 
１９５０－１９６０年代のシリコンバレーにおいても、半導体分野の大企業優位にも関
わらず、中小企業が大きな役割を果たした。価格の重要性が増すにつれ少数の多国籍企業
に支配されていった。Zegveldらは１９７０年代から、ルート１２８とシリコンバレーにつ
いて産官学の転職を通じた良好なコミュニケーション、ＶＣの存在等を指摘していた。 
アメリカにおけるＮＴＢＦｓ(New Technology Based Firms)は、1)非常に大きな国内市
場、2)個人資産が源となる seed capital、3)私的リスクキャピタル流入を助ける会計制度、
4)ベンチャー向けの証券市場、5)企業家精神を助長する社会、6)学術機関と私企業の人的交
流、7)アメリカの科学者の事業意欲、8)政府調達等の政府支出を通じた事業機会の提供、に
より成長を助けられたということである。これを読む限り、今我が国でなされているベン
チャー育成政策は、１９７０年代のアメリカを後追いしたものとなっている。 
また、大企業の分工場より、独立した小企業の方が、技術革新政策の良き理解者となる
と述べている。大企業の研究機能が局地的に集中する傾向があるためである。 
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ただし、小企業の技術革新は地方市場の技術的必要性に左右される場合がある。 
本研究では、Rothwell,R. & Zegveld,W.の指摘を第五部にて活用することとする。 
Kirchhoff,B.A. & Phillips,B.D.(1988)は、アメリカの統計より、開業率と廃業率の差、正
味変化が増えるとＧＤＰ成長も高くなると言う明らかな相関関係を見いだしている。 
また、雇用創出における１００名規模以下の企業の比率は一貫して高い。大企業が人員
を削減している時期には、１００％の雇用創出が小規模企業から生まれた年度もある。 
Howard,D. &  Hine,D.(2000)はＳＢＡＰ(小企業支援プログラム)について、スキル増進、
外部との仲介増進という二つの方向性を重視し、小企業の内部資源の強弱、外部資源の紹
介の可否を縦横軸としたマトリックスで支援戦略立案を行うというアイデアを提示してい
る。Chrisman,J.J.,Hoy F. & Robinson,jr.,R.B.(1987)は、ジョージア州、サウスカロライナ
州のＳＢＤＣ(Small Business Development Center)によるプレベンチャー支援プログラ
ムの費用便益について論じている。コンサルティングした企業による収入と生み出された
雇用、税収を、支援に投じた費用と比較分析しようとしている。ただ、調査の回収率が低
く、支援の寄与度が不明確であり、やや課題を含んだ分析である。Wood,W.C.(1999)は、こ
うした既存の小企業支援プログラムの評価について、アドバイスの有効性にかかわらず支
援した企業の成長をカウントしているという問題点を指摘している。 
 支援施策を金銭評価する際に、こうした我田引水の問題は不可避であり、本研究におい
てはこうした手法を必ずしも重視しない。 
Miller,N.J. & Besser,T.L.(2000)は、コミュニティの価値に着目し、小企業のオーナー達、
マネージャー達を分析している。 
年齢、学歴、所得、居住歴、事業歴等が多い人ほど、コミュニティに対する価値を認め
ている。結婚した男性のコミュニティに対する価値も高い。 
コミュニティに高い価値、中程度の価値を認めている人は、それが低い人に対して企業
戦略の点でも異なっている。 
コミュニティに価値を見いだしている人ほどビジネスは上手くいっている。コミュニテ
ィは貢献に対し見返りを与えていると Millerらは指摘している。 
 筆者の地域における活動を通じて感じた所感と Miller らの分析結果は共通しており、本
研究においても郷土愛の要素を盛り込むこととする。 
水野博之(1998)は、アメリカ最強の産業が大学であるとしている。 
 我が国における近年の産業振興政策の重点は、大学の活用、産学官連携に移りつつある
が、アメリカにキャッチアップしようとする場合に、最も課題が多いのがこの部分である。 
 Chrisman,J.J.,Hynes,T. & Fraser,S.(1995)は、カルガリー大学の教職員に対する調査を
通じて、大学発新規事業創出のポテンシャルを明らかにしている。 
 ３６７名の回答者は、計１８０社を設立し、合計７２３名の雇用が生まれていた。 
 一方、カルガリー大学の急激な予算カットを通じて、有能な人材の流出、スキルの喪失
が見られ、スピンオフや研究上のブレークスルーの可能性も低下したことが指摘されてい
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る。我が国においては、独法化後の国立大学、少子化に直面する私立大学の財務的方針次
第で、有能な人材が流出し、産学連携に悪影響が出ることも予想されよう。 
 Bray,M.J. & Lee,J.N.(2000)は、大学の技術移転より得られる歳入について論じている。 
 ＭＩＴは、スピンオフ企業から株式を得る方式のパイオニアであり、１９８０年代に年
平均２５社のスピンオフがあり、アメリカの大学全体では、１９９６年に２５３０万ドル
の株式売却があった。大学の技術ライセンスオフィスは、知的財産の対価を、伝統的にラ
イセンス料とロイヤルティは現金で受け取るが、最近は株式、株式と現金の混合で受け取
るオフィスが増えてきた。 
 ＶＣが立地する州に株式売却の成功例が集中しているという指摘もなされている。 
Harmon,B.,Ardishvili,A.,Cardozo,R.,Elder,T.,Leuthold,J.,Parshall,J.,Raghian,M.& 
Smith,D.(1997)は、大学から企業への技術移転は、新規事業創出、雇用創出へと貢献し、
技術進歩を促進し、社会の富を増大させると位置づけている。 
Harmon らは、ミネソタ大学の技術移転オフィスから技術を移転され対価を支払ったイ
ンタビュー了承企業１９社を対象に調査を行い、そのうち半数以上が大企業であり、大多
数の技術移転が、それに先立つ長期的人間関係に基づいていたことを明らかにしている。 
 Hills,G.E.(1988)は大学におけるアントレプレヌールプログラムについて、ビジネスプラ
ン、ビジネスライフサイクル、ビジネスファンクションをベースとするとしている。 
 本研究においては、地域産業活性化を推進する上では、地域の大学の知財戦略、財務的
方針、人材登用、アントレプレヌール教育推進は、政策の鍵を握る重要な問題と位置づけ
て論じることとする。 
 
８．３．２ 企業家支援、金融等に関する先行研究と本研究の関わり 
 Struyk,R.J. & James,F.J.(1975)は、新規創業企業は、内部に保有できない不可欠のサー
ビスを提供出来る地域に引き寄せられると述べている。 
 Simon,A.(1955)は、企業家は事業アイデアを得た地域の近辺にとどまると述べている。 
Watts(1987)の分析によれば、企業家達は居住地域で単純に起業する場合が多く、立地に
ついて必ずしも深く考えていないと指摘し、大学の近くの創業に着目している。 
 近年、新規創業支援政策としてインキュベーションには、注目が集まっている。 
 Smilor,R.W. & Gill,Jr,M.D.(1986)は、いち早くインキュベータについて調査分析を行っ
た。インキュベータについては、ＶＣ以前のアントレプレヌールを支援するメカニズムの
一種という考え方が示されている。 
 ８０年代初頭のインキュベータには、二つの戦略があった。一つは、学校や倉庫、工場
といった古い建物や使用されていない建物を改修し、比較的安い料金でスペースを貸すこ
と、もう一つは、経営資源面の支援をすることだった。テナント企業への出資も見られた。 
近年は、人材、技術、資本とのマッチングが徐々に重要になってきている。 
 テナント企業が入居するメリットは、信頼性の増強、学習期間の短縮、問題解決の迅速
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化、ビジネスネットワークへのアクセスの提供、であるとしている。 
 立地面では大半のインキュベータが都市部にあり、築後の年数が古い。９０％以上のイ
ンキュベータが、オフィスと工場を、５５％が研究スペースを提供している。 
 Feeser,H.R. & Willard,G.E.(1989)は、インキュベータを活用して急成長する企業の創業
者は、社会の公器と言えるような大きい利益追求型企業出身である場合が多く、インキュ
ベータの技術や市場の傾向と類似していると指摘している。 
 Mian,S.Z.(1997)は、大学における技術系インキュベータ(ＵＴＢＩ)の評価について論じ
ている。 
 Mianによる評価モデルは、ＵＴＢＩプログラムと、大学、企業家、コミュニティ、その
他利害関係者の間の相互関係に基づく構造となっており、評価項目は、成果パフォーマン
ス、管理方針と実践、サービスとインパクトに大別される。 
 我が国では、１９８９年にオープンしたＫＳＰが先駆けであるが、インキュベート事業
は採算が全く成り立っていないという。 
 インキュベータというと企業家支援のための箱もののイメージが強いが、本研究におい
ては、地域が企業家の孵化機能を持つという観点から地域産業活性化政策を論じる。 
 広域なインキュベーションネットワークについて、インキュベーションの機能に重点を
置いた論理展開を重視することとする。 
 地域の基盤整備施策の代表例として、工業団地の造成が挙げられるが、百瀬恵夫(1979)
は中小工業団地に着目して論じている。我が国の中小工業団地は、近代化・高度化という
中小企業政策を反映したものであり、共同化、協業化を必須とするものであった。 
イギリスでは不況地域の失業問題との関連がある政策となった。産業集中の抑制、人口
集中の抑制の考えが、Howard,E.の田園都市(Garden Cities)の思想に基づくニュータウン
計画、産業配置政策につながり、日本の三全総に影響を与えている。 
一方、Mumford,L.(1938)は、Howard,E.による田園都市という概念は、新大陸からの食
糧供給により無秩序に拡大していったメトロポリスに流れ込む人口の勢いを弱めるもので
あったと指摘している。 
都市と田舎の調和をHowardが訴え、１９０４年に初めての田園都市事例が生まれたが、
産業集中化のメリットを上回ることが出来ずに運動が停滞していった。 
田園都市構想に影響を受け、アメリカにおいてグリーンベルト構想が生まれたが、それ
も行動として結実されなかった。 
 アメリカでは１９５０年代に工業団地が、急速な工業発展に応じて多数造成された。 
 工業団地の経済性は、優れた立地やレイアウト、安価な工業用地、諸施設にあり、大規
模な異業種団地の場合は規模の外部経済も期待できる。 
川端基夫(1998)は、工業団地や工場誘致は、市町村の財政面に対する法人住民税と固定資
産税の貢献、雇用面の効果、産業振興という面の効果を期待する定番政策であるが、まち
づくりという視点の評価は十分行われてこなかったと指摘している。 
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 １９８０年代に類似した誘致条例が日本中で作られ、どの様な企業を誘致しようといっ
た戦略や企業理解が十分ではなかったとしている。 
 本研究では、工業団地整備政策の延長上にあるサイエンスパーク政策、テクノポリス政
策等について第三部でまとめ、第五部でインフラ整備という観点から論じることとする。 
清成忠男(1981a)は、地域振興について、イノベーター、イノベーターの活動を理解する
初期導入者(アーリーアダプター)の重要性、地域活動を進める大衆の水準に依存していると
認識を示している。 
イノベーターは、商工業者とは限らず行政、農協にいる場合もあり、初期導入者は、イ
ノベーターに比べて地域内の信頼が厚く組織力に富んでいる。革新の成果が普及し出すと
追随者(フォロワー)が続き革新は成功するのである。 
本研究においては、地域イノベーション創出のロジックとして、清成のこのモデルを参
考とする。 
 松田修一(1996)は、流通サービス産業が増加し、製造業の構成比が低下している傾向、大
学院卒が創業していない現実、支援システムが年々充実しそれが実感されていることを明
らかにしている。 
 浜田康行(1996)は、新技術・新事業・創業等への投融資をベンチャーファイナンスと定義
し、ベンチャーファイナンスの中心的存在として、ベンチャーキャピタル(ＶＣ)を位置づけ
ている。ＶＣの第一歩は勘であり、アントレプレヌールの有無を感じるかどうか等、勘の
良い人間のする仕事であると指摘している。 
 ＶＣは本来個人の資金で投資するものだが、日本では組織が他人の資金を使って投資す
る商売として展開した。我が国最初の General Partnersと Limited Partnersからなるベ
ンチャーキャピタル投資組合を立ち上げたのはジャフコだが、民法上の任意組合という方
法を国税庁と折衝をして作り上げた。ＶＣ業界のリーダー達がアメリカの制度に学び、遅
ればせながら泥臭く立ち上げていった歴史について浜田はまとめている。 
Dean,V.D. & Giglierano,J.J.(1990)は、シリコンバレーのＶＣの評価基準について、初期
段階はマネジメントチームを重視し、その後のステージでは、市場ニーズ、技術や製品の
特徴を重視するという傾向を示している。 
 Bygrave,W.D.＆Timmons,J.A.(1993)は、アメリカのベンチャーキャピタルについて、体
系的に論じている。 
アメリカにおいては、１９８０年代に急激にＶＣファンドに資金が集まりだし、機関投
資家の資金に依存し、クラシカルＶＣらしさを喪失させる圧力が加わったと述べている。 
忽那憲治(2002)は、我が国では、１９９９時点で、ＶＣが新規公開企業株式の３％未満し
か保有していない事例が８割以上であると述べている。Bygrave,W.D.＆Timmons,J.A.がク
ラシカルＶＣと呼ぶリードインベスターは、我が国ではほとんど見られない。 
 ベンチャー企業は付加価値が高く、景気後退期であっても研究開発投資への積極性があ
る存在であり、Bygrave らは、ハイテクベンチャー育成に寄与してきたクラシカルＶＣの
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衰退を危惧している。 
 Bygrave らは、１９８６年の税制改革でキャピタルゲインに対する優遇措置を撤廃した
結果、ハイリスクな長期投資のクラシカルＶＣ投資から、流動性の高い低リスク投資への
移動が起こったと税制改正の必要性を指摘している。 
 本研究においてはＶＣ、特にクラシカルＶＣは重要な地域の構成要素として位置づける
こととする。 
 アメリカのエンジェルについては、小門裕幸(1996)が、ベンチャー企業、支援企業、ＶＣ
が多数あり、それらに関与する人達が時にはエンジェルになるという実態を示している。 
 Freear,J.,Sohl,J.E. & Wetzel,Jr,W.E.(1994)は、エンジェルを“informal venture capital”
というフレームワークでとらえている。 
 ベンチャー投資経験を持つエンジェルと目される人々の多くは、ポートフォリオの５－
５０％をベンチャー投資に振り向けても良いと考えている。 
また、エンジェルは自宅から３００マイル以内の投資先が過半を越えるなど、ある程度
地域性があることも示されている。 
一方、忽那憲治は、名前を公表すると出資依頼者が殺到するので匿名を希望するエンジ
ェルが多く、そのためどこにエンジェルがいるのか分かりにくい点を指摘している。 
本研究においては、エンジェルも重要な地域の構成要素として位置づけることとする。 
 
８．３．３ 産業政策、企業家支援等に関連するその他先行研究と本研究の関わ
り 
Pigou,A.C.(1952)は、経済システムの働きに欠陥が見出された場合、それを政府の行動に
より是正するとしているが、Coase,R.H.(1988)は、外部性(externality)を見出した場合は政
府が介入するというやり方は誤りだと指摘し、社会的費用が発生していたとしても、それ
を除去するのに費用が大きくかかるなら介入しない方がよいという考え方である。 
また、政府は私的組織に比べて少ない費用でことを成しうる力を持っているが、行政機
構はそれ自体、費用無しには動けない上に、政治的圧力を受け、競争によるチェック無し
に作用する。Coaseは、政府が誤りを免れない存在としつつも、政府がどこまですべきかの
境界については何も語らないと述べている。 
Williamson,O.E.(1986)は、市場の失敗について、市場交換を内部組織に代えれば取引費
用が削減されるという意味で用いている。 
 アメリカ大陸に大企業、大量生産が誕生し、見えざる手から経営者の見える手に実験が
移ったのである。結果的に、市場と組織の双方によって経済の秩序を形成するという二分
法の考え方が定着するに至った。 
南部鶴彦(1982)は、市場が失敗する代表的なケースとして、1)公共財の供給、2)外部性の
存在、3)規模に関する収穫逓増と自然独占、4)幼稚産業、を挙げている。 
本研究においては、地域産業活性化策における公的セクターの役割について、第五部で
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論じることとする。 
 Evans,A.W.(1985)は、工業の集積と似た概念として“社会的集積”という概念を打ち出
している。1)友人となりたい人間を近隣の人間として得ることを望む、2)異なる人々は異な
るサービスを要求し、その供給において規模の経済性が働くので、市場の大きさが必要と
なる、3)高所得の集団は好ましい自然環境に対する願望を持つ、広い敷地や庭園にも支出す
る、といった点を挙げている。 
 Evans 的な観点に立つなら、研究機関を集積させる政策を立案する場合、研究者が好む
環境を整備し、社会的集積を促進することが重要である。本研究においてはＱＯＬ(Quality 
of Life)も地域産業の構成要素として取り上げることとする。 
清成忠男(1990)は、市場と政府とノンプロフィットセクターの混合経済、三つのセクター
のジョイントが重要になりつつあると述べている。 
三つのセクターの混合形態として、第一セクター(国や地方公共団体)、第二セクター(民
間の営利企業等)の中間的存在に第三セクターがある。第三セクターについて宮木康夫
(1995)は、企業目的が公共貢献であり利潤獲得ではないとしている。 
公共貢献と利潤獲得という矛盾する要素を共存させていくのではなく、事業の主導権は
公共側にあり、経営の自主権を持ち民営的経営を行うとしている。 
ただ、こうした定義は広く認知されたものとは言えない。公主導で民営的経営を成功さ
せるための方法論も示されていない。 
Strange,S.(1996)は、グローバル企業、非政府組織の役割が拡大している様を“The 
Retreat of the State”と表現している。 
長坂寿久(2000)は、１９９０年代後半に見られたオランダの経済的復調をとらえてオラン
ダ・モデルと呼んでいる。ＮＧＯ・ＮＰＯと政府との連携、柔軟で差別のない正規雇用と
してのパートタイム労働の定着、をその特徴としてあげている。 
我が国においては、特に産業振興分野で力のあるＮＰＯは限られており、公的セクター
側も活用した実績がないのが実態である。 
本研究では、第五部においてＰＰＰ(Public Private Partnership：公民パートナーシップ)
の問題、ＮＰＯと自治体の連携について取り扱うこととする。 
 Kotler,P. ,Haider,D. & Rein,I.(1993)は、マーケティング領域から地域研究へのアプロー
チを行っている。Kotler らは、地域のマーケティングの対象として、１．ビジター、２．
住民と働く人々、３．企業や産業、４．輸出市場、を挙げている。 
企業誘致の際の基本条件としては、1)地元の労働市場、2)顧客やサプライヤーへのアクセ
ス、3)開発施設・インフラの質、4)交通網、5)教育訓練機会、6)生活の質、7)企業環境、8)
Ｒ＆Ｄ施設へのアクセス、9)資金供給源、10)税制・規制、であるとしている。 
ハイテク企業については、創業コストよりも質の高い大学、技術者や研究者にとっての
地域の魅力度が重要であると指摘している。 
市民誘致については、やや具体的な論理展開が不足しており、裕福な高齢者の誘致等の
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事例紹介に止まっている。 
本研究においては、第三部において論じる地域産業の構成要素に、Kotler が挙げている
各基本条件を含むこととする。 
 宇沢弘文／茂木愛一郎(1994)は、コモンズ(commons)という自然資本、社会的インフラス
トラクチャ、制度資本からなる社会的共通資本の存在に着目している。 
 社会的共通資本から生み出されるサービスは、公共財(public goods)であり、社会的共通
資本の使用に伴い限界的社会的費用(Marginal Social Cost)が発生する。 
 コモンズについては、小さい例としては共同管理されている漁場、牧草地崩壊が挙げら
れ、大きい例としては大気といった自然環境も挙げられる。 
我が国においても、入会(いりあい)というシステムが機能していたが、明治政府による財
産の国有化、私有化、新たな入会成立規制の結果、システムは衰退していった。 
 浅子和美／國則守生(1994)によれば、1)オープンアクセス資産、2)公共(国有)資産、3)コ
ミューナルな(コミュニティ共有)資産、4)私有資産、に資源保有の概念は分類される。 
 ゲームの理論における非協調解ではなく、コミュニティがサスティナビリティを理解し
た上で協調的な行動をすることが重要となる。 
 地域産業活性化策に向けた最適なＰＰＰは、オープン性を確保した上で、コミュニティ
に根ざしたサスティナビリティを確保する必要がある。 
 地域産業活性化のためのコモンズをいかに構築するかということである。 
 本研究においては、第五部において、ＰＰＰに基づく地域イノベーション創出システム
の構築について論じることとする。 
